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令和４年度敦賀市健全化判断比率及び 

資金不足比率の審査意見について 
 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定により

審査に付された、令和４年度敦賀市健全化判断比率及び資金不足比率について審査した結果、

次のとおりその意見を提出します。 
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令和４年度敦賀市健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 
１ 健全化判断比率 

(1) 実質赤字比率 

  (2) 連結実質赤字比率 

  (3) 実質公債費比率 

  (4) 将来負担比率 

 

２ 資金不足比率 

  (1) 敦賀市港湾施設事業特別会計 

  (2) 敦賀市産業団地整備事業特別会計 

  (3) 市立敦賀病院事業会計 

  (4) 敦賀市水道事業会計 

  (5) 敦賀市下水道事業会計 

  
３ 上記１、２の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

 

第２ 審査の期間 
  令和５年７月２８日から令和５年８月２１日まで 

 

 

第３ 審査の方法 
令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の算定並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類の作成が、関係法令に準拠し適正になされているかについて、関係諸

帳票及びその他書類と照合するとともに、関係職員から説明を聴取する等により審査した。 

 

 

第４ 審査の結果 
審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載

した書類は、関係法令に適合し、かつ、正確であると認める。 
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１ 健全化判断比率 

   
（単位：％） 

 令和４年度 令和３年度 比 較 
早期健全化

基準 

財政再生 

基準 

(1) 実質赤字比率 
― 

(△13.05) 
― 

(△13.68) 
― 12.65 20.00 

(2) 連結実質赤字比率 
― 

(△54.06) 
― 

(△53.45) 
― 17.65 30.00 

(3) 実質公債費比率 4.3 5.3 △1.0 25.0 35.0 

(4) 将来負担比率 ― ― ― 350.0 適用なし 

※(1)(2)の「－」は実質赤字額及び連結実質赤字額がないことを表し、( )は参考として本市に 

おける各比率を記載している。 

 ※(4)の「－」は将来負担比率が算定されないことを表している。 

 

 
(1) 実質赤字比率 

令和４年度決算に基づく一般会計等の実質収支額は 2,201,629 千円の黒字であり、実質赤

字比率は算定されない。 

 
(2) 連結実質赤字比率 

令和４年度決算に基づく一般会計等の実質収支額及び公営事業会計の資金不足・剰余額の

合計は 9,117,993 千円の黒字であり、連結実質赤字比率は算定されない。 

 
(3) 実質公債費比率 

令和４年度の実質公債費比率は 4.3％となっており、前年度より 1.0 ポイント低下し実質

公債費負担は軽くなっている。また、早期健全化基準 25.0％と比較しても、20.7 ポイント

下回っている。 

 
(4) 将来負担比率 

令和４年度の将来負担比率については、将来負担すべき実質的な債務負担はなく算定され

ない。 
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２ 資金不足比率 

 
  （単位：％） 

会  計  名 令和４年度 経営健全化基準 

(1) 敦賀市港湾施設事業特別会計 ― 

20.0 

(2) 敦賀市産業団地整備事業特別会計 ― 

(3) 市立敦賀病院事業会計 ― 

(4) 敦賀市水道事業会計 ― 

(5) 敦賀市下水道事業会計 ― 

※「－」は資金不足がないことを表している。 

 

 
(1) 敦賀市港湾施設事業特別会計 

令和４年度の敦賀市港湾施設事業特別会計については、歳入額 20,641 千円、歳出額

20,485 千円で、差引 156 千円の資金剰余額があり、資金不足比率は算定されない。 

 
 (2) 敦賀市産業団地整備事業特別会計 

令和４年度の敦賀市産業団地整備事業特別会計については、歳入額 9,039 千円（うち一般

会計より繰入額 1,039 千円）、歳出額 9,039 千円で、差引 0円となり、資金不足はなく資金

不足比率は算定されない。 

 
(3) 市立敦賀病院事業会計 

令和４年度の市立敦賀病院事業会計については、流動資産 5,459,154 千円、建設改良費等

の財源に充てるための企業債を除いた流動負債 712,652 千円で、差引 4,746,502 千円の資金

剰余額があり、資金不足比率は算定されない。 

 
(4) 敦賀市水道事業会計 

令和４年度の敦賀市水道事業会計については、流動資産 1,617,679 千円、建設改良費等の

財源に充てるための企業債を除いた流動負債 147,602 千円で、差引 1,470,077 千円の資金剰

余額があり、資金不足比率は算定されない。 

 
(5) 敦賀市下水道事業会計 

令和４年度の敦賀市下水道事業会計については、流動資産 640,776 千円、建設改良費等の

財源に充てるための企業債を除いた流動負債 245,536 千円で、差引 395,240 千円の資金剰余

額があり、資金不足比率は算定されない。 
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３ む す び 

 
本市の令和４年度決算に基づく健全化判断比率のうち、実質赤字比率、連結実質赤字比率及

び将来負担比率については、赤字あるいは将来負担すべき実質的な債務負担がないため算定さ

れない。また、実質公債費比率も早期健全化基準を下回っており、いずれの指標も良好である

と言える。 

資金不足比率については、対象となる各会計に資金不足はないが、他会計借入金により収支

の均衡を保っている会計もあるので、引き続き収入の確保に努めるとともに、効率的な経営と

経営基盤の強化に努められたい。 

以上のとおり、本市は現在のところ堅実な財政運営を維持していると言えるが、昨今の全体的な

物価上昇の傾向の中で、大規模なインフラ設備の更新等も予定されているため、将来の収支見込

みも踏まえて、健全化判断比率及び資金不足比率については、引き続き注視していきたい。 
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健全化判断比率等の対象範囲 
 

・実 質 赤 字 比 率   一般会計等の実質赤字の比率 
 

 ・連結実質赤字比率  全ての会計の実質赤字比率 
 

・実質公債費比率  公債費及び公債費に準じた経費の比重を示す比率 
 

 ・将 来 負 担 比 率   地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を捉えた比率 

（※健全化判断比率の４つの財政指標：地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条） 

 

 ・資 金 不 足 比 率   公営企業ごとの資金不足の比率 

  （※地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条） 

 

一
般
会
計
等 

一  般  会  計 

     

一般会計等に 

属する特別会計 
公共用地先行取得事業特別会計 

     

 
 

 
 

 

公
営
事
業
会
計 

一般会計等以外の

特別会計のうち 

公営企業に係る 

特別会計以外の 

会計 

国民健康保険(事業勘定の部) 

特別会計 

     

国民健康保険(施設勘定の部) 

特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

 
 

公
営
企
業
会
計 

法適用企業 

市立敦賀病院事業会計 
     

水道事業会計 

下水道事業会計 

法非適用企業 

港湾施設事業特別会計 
     

産業団地整備事業特別会計 

 

一部事務組合･広域連合 

嶺南広域行政組合      

敦賀美方消防組合 

福井県市町総合事務組合 

福井県自治会館組合 

福井県後期高齢者医療広域連合 

 

地方独立行政法人 敦賀市立看護大学      

※地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業を「法適用企業」、地方財政法第 6 条の規定により特別会計

を設けて事業の経理を行っている公営企業であって、法適用企業以外のものを｢法非適用企業」という。 
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